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■ 募集の趣旨 

 「地域密着型サービス」は、住み慣れた地域での生活を支えるためのもので、日常生活圏域ごとに

計画的に整備し、市が事業者の指定および指導監査を行っているサービスです。 

 彦根市では、日常生活圏域を中学校区とし、7 圏域を設定しています。 

 このたび、市の整備計画に沿った基盤整備を着実に進めるため、公募により「彦根市地域密着型サ

－ビス事業候補者」を募集します。 

 

■ 募集するサービス・募集数 

今回は、令和４年度に事業を開始する次のサービス事業候補者を募集します。 

サービス名 鳥居本 西 東 中央 彦根 南 稲枝 合計 

看護小規模多機能型居宅介護 1（圏域の定めなし） 1 

合計（中学校区計） － － － － － － － 1 

※圏域ごとの合計には「圏域の定めなし」を含めていません。市全体の合計には「圏域の定めなし」 

を含めています。 

サービスの定員は、基準で定める上限とします。 

募集数について、詳しくは「第８期彦根市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の介護サービス

基盤の整備方針に記載しています。 

 

■主な関係法令等 

 関係法令等を遵守してください。 

(1) 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号） 

(2) 介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号） 

(3) 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号） 

(4) 彦根市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を定める条例（平

成 25 年 3 月 26 日条例第 1 号） 

(5) 彦根市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成 25 年 3 月 26 日条例第 2 号） 

(6) 彦根市指定地域密着型サービス事業所および指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等

に関する規則（平成 18 年 3 月 31 日規則第 29 号） 

(7) 彦根市地域密着型サービス事業所の指定等に関する要綱（平成 18 年 7 月 14 日告示第 140 号） 
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■ 応募資格 

 次の事項を全て満たすこととします。 

(1) 既に介護保険事業の運営を行っている法人であること、または新規に介護保険事業を開始する法

人で介護保険事業の経験のある事業者との連携および介護保険事業の経験のある職員の採用を確

保しているものであること。 

(2) 介護保険法第 78 条の 2 第 4 項各号および第 115 条の 12 第 2 項各号に定める欠格事項に該当し

ないこと。 

(3) 一般社団法人彦根愛知犬上介護保険事業者協議会に加入していること（新規に介護保険事業を開

始する法人にあっては加入見込みがあること）。 

(4) 当該法人およびその代表者が市町村税を滞納していないこと。 

(5) 彦根市暴力団排除条例（平成 23 年彦根市条例第 17 号）第 2 条第 1 号に規定する暴力団、同条第

2 号に規定する暴力団員および同条例第 6 条に規定する暴力団員と密接な関係を有する者ではな

いこと。 

(6) 応募事業にかかる土地および建物が安定的に確保できる見込みであること。 

(7) 事業を開始することについて、事業着手までに地域住民の理解が得られる見込みであること。 

(8) 介護保険関係法令等のほか、都市計画法や消防法など遵守すべき関連法令の基準を満たしている

こと。 

 

■ 応募方法 

(1) 提出書類（別紙参照） 

地域密着型サービス開設計画書および添付書類 

     （書式は彦根市ホームページからダウンロードしてください。） 

(2) 提出部数 

正本 1 部および副本 10 部（正本のみ様式第 1 号を含む。） 

(3) 形式 

A4 版（長辺左綴じ・様式第 1 号を除く全ての書類下部中央にページ番号を付すこと。） 

※ 開設計画書(付表 1～7)、添付書類(付表 1、3、4、5 関係)の順に綴ること。） 

(4) 応募期間 

令和 3 年 8 月 2 日（月）から令和 3 年 9 月 30 日（木）午後 5 時まで 

 （郵送の場合は当日必着のこと） 

(5) 提出先 

彦根市福祉保健部介護福祉課事業者支援係（彦根市福祉センター1 階） 

(6) 注意事項 

1 応募書類は返却しません。 

2 応募書類の作成・提出等に要する費用は全て応募者の負担とします。 

3 応募書類に虚偽の記載があることが判明した場合は、失格とします。 

4 様式の記入欄が不足する場合等は、適宜補正して使用してください。 

5 指定項目については、全て記入してください。 

6 計画書作成に使用するソフトの種類は問いません。 
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■ 事業候補者の選定 

(1) 選定方法は、選定委員会による提出された計画書に基づく書類審査および後日開催するヒアリン

グにて行います。 

(2) 選定基準は、条例で定める人員基準・運営基準・整備基準等が満たされているか、地域密着型サ

－ビスの趣旨に沿った運営方針であるか等とします。 

(3) 委員による採点の平均点数が 6 割以上とし、競合した場合は得点の高いものとします。ただし、

応募者数が募集数以下であっても点数が 6 割に満たない場合は選定されません。 

(4) 選定結果は、応募者への通知とともに、ホームページで事業候補者名を公表します。 

(5) 応募者がいない場合や事業候補者が決定しなかった場合は、再募集をすることがあります。 

 

■ 交付金および補助金について 

 市の補助金としては、建物の整備費用（彦根市公的介護施設等施設整備費補助金）と開設の準備費

用（彦根市公的介護施設等開設準備経費補助金）に関するものがあります。 

この補助金の原資は、国の交付金または県の補助金で、一旦、市に交付された後に市が事業者に交

付するものですが、この交付金等は必ずしも採択されるものではありません。 

なお、彦根市では、上乗せ補助や単独補助も行いませんので、交付金等が採択されない場合、市の

補助金はありません。 

また、交付金等が採択され、市の補助金の交付を受ける場合は、各交付要綱に基づく申請が必要と

なりますが、交付申請に基づく交付決定の後でないと施工業者の入札ができないため、着工は年度当

初ではなく夏頃になる可能性があるとともに、年度内に完成および開設する等の要件もあります。 

 市の補助金の交付を希望する場合は、彦根市公的介護施設等施設整備費補助金交付要綱（平成 18

年 12 月 26 日告示第 219 号）および彦根市公的介護施設等開設準備経費補助金交付要綱（平成 22 年

1 月 26 日告示第 22 号）の内容を応募の前に十分に確認してください。 

 

■ 地域密着型サービス事業者の指定 

(1) 事業候補者として選定されても、地域密着型サービス事業者としての指定が確約されたものでは

ありません。 

(2) 事業候補者として選定された事業者が地域密着型サービス事業者の指定を受けるためには、事業

所開設予定日の少なくとも 1 か月前までに必要な書類を揃えて指定の申請を行ってください。指定

基準等を満たさない場合は指定されません。 

(3) 指定日は、原則、毎月 1 日とします。 

(4) 事業開始予定日が遅れると見込まれた場合は、市と協議してください。なお、相当期間を経過し

ても事業が開始できない場合は、事業候補者の選定を取り消します。 

 

 

 

 

 



 (4)

■ スケジュール 

(1) 応募書類提出期限 

令和 3 年 9 月 30 日（木） 午後 5 時必着 （郵送の場合は当日必着のこと） 

(2) 選定・ヒアリング 

令和 3 年 10 月～11 月頃（日時は後日通知します。） 

(3) 選定結果発表 

令和 3 年 12 月頃 

(4) 指定申請 

事業所開設日の少なくとも 1 か月前 

(5) 事業開始 

令和 4 年度（令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪提出先≫ 

彦根市 福祉保健部 介護福祉課 

〒522-0041 彦根市平田町 670 番地 

彦根市福祉センター1 階 

TEL：0749-23-9660 FAX：0749-30-9231 
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【別紙】応募にかかる提出書類一覧 

 

＜開設計画書＞ 

No. 項目 備考 様式 

0 応募申込書 所定様式 様式第 1 号 

1 開設計画書 所定様式 (付表 1) 

2 趣旨・理念・運営方針等 所定様式 (付表 2) 

3 
開設予定地の状況・施設の概要 

施設整備事業費 
所定様式 (付表 3) 

4 職員の概要 所定様式 (付表 4) 

5 収支計画(開設後 5 年間) 所定様式 (付表 5) 

6 
職員の研修・利用者・家族との関わり 

地域との関わり・緊急時対応等について 
所定様式 (付表 6) 

7 誓約書 所定様式 (付表 7) 

 

＜添付書類＞ 

1-1 定款（写） 最新のもの (付表 1)関係 

1-2 納税証明書（未納がないことの証明書でも可） 法人・代表者分 〃 

3-1 開設予定地付近見取図 任意様式 (付表 3)関係 

3-2 施設の配置図、平面図、各室面積表 任意様式 〃 

3-3 開設までの工程表 任意様式 〃 

3-4 施設整備費用の内訳（積算根拠、見積書） 任意様式 〃 

4-1 
代表(予定)者として必要となる資格および 

研修がある場合はその確認ができるもの 
写し (付表 4)関係 

4-2 勤務体制表 任意様式 〃 

5-1 料金表(予定） 任意様式 (付表 5)関係 

5-2 各項目の積算の根拠(初年度のみ) 任意様式 〃 

5-3 
法人の直近 2 年分の決算書(勘定科目内訳書、 

貸借対照表、損益計算書) 
任意様式 〃 

※上記のほか、市が必要とする書類の提出を後日求めることがあります。 


